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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期連結
累計期間

第55期
第３四半期連結
会計期間

第54期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 52,740,868 16,600,055 77,524,803

経常利益（千円） 1,727,960 686,415 1,277,714

四半期（当期）純損益（千円） 743,557 277,087 △575,956

純資産額（千円） － 13,659,024 13,202,127

総資産額（千円） － 63,577,969 64,312,812

１株当たり純資産額（円） － 173.47 167.81

１株当たり四半期（当期）純損益金

額（円）
9.23 3.44 △7.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 22.0 21.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,469,072 － △960,538

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△472,971 － △1,276,848

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
461,715 － 2,287,495

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
－ 2,997,438 523,469

従業員数（人） － 1,379 1,304

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人）  1,379　（350）

　（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、従業員には嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。

２．臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含み、有期限事業所の派遣社員は除く。）は、第３四半期連結

　　会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 847　（312）

　（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、従業員には嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。

２．臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含み、有期限事業所の派遣社員は除く。）は、第３四半期会計

　　期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）

環境装置関連事業 16,201,262

化学・食品機械関連事業 2,175,090

合計 18,376,352

　（注）１．金額は販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

環境装置関連事業 8,006,280 76,619,707

化学・食品機械関連事業 1,815,017 5,966,377

小計 9,821,298 82,586,085

消去 △1,040 －

合計 9,820,258 82,586,085

（注）１．金額は販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当第３四半期連結会計期間の受注残高には、長期運転維持管理業務の請負における受注残高22,682,713千円

は含めておりません。

(3) 販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）

環境装置関連事業 14,343,976

化学・食品機械関連事業 2,257,118

小計 16,601,095

消去 △1,040

合計 16,600,055

（注）１．金額は販売価格で表示しております。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

販売高 (千円) 割合（％）

兵庫県 1,972,395 11.9

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、世界同時不況の影響が産業界全体に影響を与え、景況感は一段と悪化

し、先行きの見えない事態に直面することとなりました。 

　当社グループを取り巻く市場環境におきましては、国内公共投資は引き続き低調な水準で推移したことに加え、化学

・食品機械関連事業等に係る民間設備投資についても、現下の景況感を反映し、計画の見直しや投資時期の先送り等

が顕著になってきております。

　このような状況の下、当社グループは経営計画に掲げた重点施策を遂行し、収益性をより重視し、受注時採算の向上

やコストダウンの更なる追求により、売上高及び収益の確保に努力を重ねてまいりました。

　当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、受注高は9,820百万円となり、売上高は16,600百万円となりまし

た。また、経常利益は686百万円となり、四半期純利益は特別損益の計上及び法人税等の調整の結果、277百万円となり

ました。

　なお、当社グループの事業形態の特徴として、第４四半期に完成する工事の割合が大きい傾向にあります。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

a.環境装置関連事業　

　環境装置関連事業につきましては、大型案件の建設工事が順調に進捗したこと等により、当第３四半期連結会計期間

の売上高は14,343百万円となり、営業利益は484百万円となりました。

b.化学・食品機械関連事業　

　化学・食品機械関連事業につきましては、受注環境が悪化するなか、コストダウン努力等を積み上げた結果、当第３

四半期連結会計期間の売上高は2,257百万円となり、営業利益は225百万円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権やたな卸資産の

増加、仕入債務の減少等の支出要因はありましたが、短期貸付金の減少、税金等調整前四半期純利益を計上したこと等

の収入要因により、第２四半期末に比べ2,332百万円増加し、2,997百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は9,178百万円となりました。

これは主に売上債権の増加6,135百万円、たな卸資産の増加1,810百万円、仕入債務の減少1,319百万円により資金が

減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果取得した資金は2,173百万円となりました。

これは主にコベルコフィナンシャルセンター(株)等に対する貸付金が2,528百万円減少したことによるものであり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果取得した資金は9,337百万円となりました。

これは主にコベルコフィナンシャルセンター(株)等からの短期借入金の純増額9,408百万円によるものでありま

す。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　株式会社コベルコ・ビニループ・イーストにつきましては、事業パートナーであるソルベイ社(ベルギー)と抜本的か

つ総合的な検討を継続しております。

　なお、課題の一つとして掲げました運営維持管理型ビジネスの事業の拡大については、平成20年４月に、神鋼環境メ

ンテナンス株式会社、神戸アイ・イー・サービス株式会社及び株式会社エム・エス・ウオーターの３社を統合しまし

た。統合新会社は、水処理・廃棄物処理施設の運転維持管理・点検補修のアフターサービス分野の強化を図り、総合的

なサービス提案力や技術力の更なるレベルアップに加え、市場環境の変化と顧客ニーズの多様化への的確かつ迅速な

対応力を高めてまいります。
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（４）研究開発活動　

　当第３四半期連結会計期間の研究開発に係る費用は245百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　当社グループを取り巻く事業環境につきましては、官需市場の規模縮小、競争の激化が継続しており、民需の化学業

界等の設備投資も鈍化傾向が顕著になっております。こうした厳しい環境の下、当社グループは、顧客満足度の向上に

よる受注量の確保及び事業収益力の強化により、目標利益の達成に向け取り組んでまいります。

（６）経営者の問題意識と今後の方針　　

　市場環境が一段と厳しくなることが想定される事業環境の下、当社グループは以下の事業に係るさまざまなリスク

をコントロールしつつ取り組んでまいります。

①需要・市場環境の変化への対応

②資機材調達コストの変動への対応

③環境法規制変化等への対応

　引き続き、当社グループの総力をあげて重点施策に取り組むとともに、リスク管理やコンプライアンスを重視した経

営を徹底していく所存であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 260,000,000

無議決権株式 60,000,000

計 320,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 80,600,000 80,600,000
大阪証券取引所

市場第二部
単元株式数1,000株　

計 80,600,000 80,600,000 － －

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高　（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 80,600,000 － 6,020,000 － 3,326,152

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。　
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。
　なお、平成20年10月21日付で無議決権株式の取得請求権が行使されたことにより、無議決権株式15,000,000株を消
却し、同数の普通株式を発行しております。

①【発行済株式】　

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 15,000,000 － （注１）　

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式       12,000
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式   65,561,000 65,561 （注２）　

単元未満株式 普通株式       27,000 － －

発行済株式総数 80,600,000 － －

総株主の議決権 － 65,561 －

（注）１．無議決権株式の内容は、以下のとおりであります。
(1) 無議決権株式を有する株主（以下「無議決権株主」という）は株主総会における議決権を有しない。
(2) 無議決権株主はその有する無議決権株式につき、本会社に対して取得請求権を有する。但し、無議決権株式発
行（平成15年10月１日）後５年間を経過するまでは、無議決権株主は取得請求権を行使することができな
い。無議決権株主が本会社に対して取得請求権を行使する場合における取得の対価は、無議決権株式１株
に対し普通株式１株とする。

(3) 本会社はいつでも無議決権株式の一部又は全部を取得し、これを取締役会の決議によって消却することがで
きる。

(4) 前三号に定めるほか、無議決権株式は普通株式と異ならないものとする。
２．単元株式数は1,000株であります。また、「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式
が、3,000株（議決権３個）含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社神鋼環境ソ

リューション

神戸市中央区脇浜町

１丁目４番７８号　
12,000 － 12,000 0.01

計 － 12,000 － 12,000 0.01

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 221 211 234 224 225 190 159 152 146

最低（円） 166 190 206 190 185 135 100 125 120

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。

執行役員の状況は下記のとおりです。　

（執行役員の状況）

役職の異動　

新役名及び職名　 旧役名及び職名　 氏名 異動年月日

　執行役員 水環境事業部長　 執行役員　

水環境事業部長、

同液晶水処理部長

　

土居　孝芳　 平成20年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,997,438 723,469

受取手形及び売掛金 ※1
 31,793,628 39,659,432

半製品 9,876 11,782

原材料 442,206 377,302

仕掛品 7,657,303 4,100,950

短期貸付金 522,052 434,917

繰延税金資産 1,845,792 1,681,522

その他 1,539,008 867,268

貸倒引当金 △48,373 △78,849

流動資産合計 46,758,932 47,777,796

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 11,828,298 11,800,241

減価償却累計額 △5,686,471 △5,427,567

建物及び構築物（純額） 6,141,826 6,372,673

機械装置及び運搬具 6,795,522 7,030,098

減価償却累計額 △4,979,793 △4,850,171

機械装置及び運搬具（純額） 1,815,729 2,179,927

土地 3,747,690 3,626,460

建設仮勘定 897,795 14,645

その他 1,518,586 1,487,231

減価償却累計額 △1,200,865 △1,187,563

その他（純額） 317,721 299,667

有形固定資産合計 12,920,763 12,493,373

無形固定資産

のれん 49,967 74,551

その他 616,090 626,746

無形固定資産合計 666,057 701,298

投資その他の資産

投資有価証券 248,516 354,793

長期貸付金 83,238 87,198

繰延税金資産 1,503,286 1,472,295

その他 1,525,638 1,534,138

貸倒引当金 △156,476 △152,902

投資その他の資産合計 3,204,203 3,295,524

固定資産合計 16,791,024 16,490,196

繰延資産

開業費 28,011 44,819

繰延資産合計 28,011 44,819

資産合計 63,577,969 64,312,812
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 27,322,385 28,866,224

短期借入金 10,659,245 9,660,986

未払法人税等 635,871 927,843

未払費用 963,069 1,334,615

前受金 2,336,279 1,534,213

製品保証引当金 1,650,588 1,718,158

その他 1,489,946 1,814,581

流動負債合計 45,057,385 45,856,623

固定負債

長期借入金 1,851,222 2,064,984

退職給付引当金 2,184,522 2,180,413

役員退職慰労引当金 261,568 336,710

事業整理損失引当金 530,645 671,952

その他 33,600 －

固定負債合計 4,861,558 5,254,061

負債合計 49,918,944 51,110,684

純資産の部

株主資本

資本金 6,020,000 6,020,000

資本剰余金 3,326,152 3,326,152

利益剰余金 4,656,120 4,235,104

自己株式 △2,712 △2,409

株主資本合計 13,999,559 13,578,847

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,830 △48,276

繰延ヘッジ損益 △6,811 △6,644

評価・換算差額等合計 △19,641 △54,921

少数株主持分 △320,892 △321,798

純資産合計 13,659,024 13,202,127

負債純資産合計 63,577,969 64,312,812
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 ※1
 52,740,868

売上原価 44,128,144

売上総利益 8,612,724

販売費及び一般管理費 ※2
 6,798,907

営業利益 1,813,816

営業外収益

受取利息 24,181

受取配当金 11,013

受取保険金 20,884

分析料収入 9,491

その他 20,986

営業外収益合計 86,558

営業外費用

支払利息 70,993

固定資産除却損 23,978

開業費償却 16,807

その他 60,635

営業外費用合計 172,415

経常利益 1,727,960

特別利益

貸倒引当金戻入額 31,873

特別利益合計 31,873

特別損失

減損損失 114,035

有形固定資産処分損 30,344

投資有価証券評価損 134,742

特別損失合計 279,122

税金等調整前四半期純利益 1,480,711

法人税、住民税及び事業税 954,415

法人税等調整額 △218,167

法人税等合計 736,248

少数株主利益 905

四半期純利益 743,557
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 ※1
 16,600,055

売上原価 13,670,322

売上総利益 2,929,733

販売費及び一般管理費 ※2
 2,219,761

営業利益 709,972

営業外収益

受取利息 2,926

受取配当金 1,175

受取保険金 11,703

分析料収入 2,968

その他 1,884

営業外収益合計 20,658

営業外費用

支払利息 25,358

固定資産除却損 5,445

開業費償却 5,602

その他 7,808

営業外費用合計 44,215

経常利益 686,415

特別損失

有形固定資産処分損 30,344

投資有価証券評価損 35,237

特別損失合計 65,582

税金等調整前四半期純利益 620,833

法人税、住民税及び事業税 310,528

法人税等調整額 33,352

法人税等合計 343,881

少数株主損失（△） △134

四半期純利益 277,087
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,480,711

減価償却費 791,098

減損損失 114,035

固定資産処分損益（△は益） 28,464

投資有価証券評価損益（△は益） 134,742

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,108

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26,902

受取利息及び受取配当金 △35,195

支払利息 70,993

固定資産除却損 20,086

売上債権の増減額（△は増加） 8,689,911

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,606,420

仕入債務の増減額（△は減少） △1,497,313

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,599,711

その他 △857,711

小計 3,710,896

利息及び配当金の受取額 38,446

利息の支払額 △69,907

法人税等の支払額 △1,210,363

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,469,072

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △518,871

無形固定資産の取得による支出 △77,160

定期預金の払戻による収入 200,000

短期貸付金の増減額（△は増加） △87,134

長期貸付けによる支出 △200

長期貸付金の回収による収入 4,160

その他 6,233

投資活動によるキャッシュ・フロー △472,971

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 998,258

長期借入金の返済による支出 △213,762

自己株式の増減額（△は増加） △303

配当金の支払額 △322,478

財務活動によるキャッシュ・フロー 461,715

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,457,816

現金及び現金同等物の期首残高 523,469

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

16,152

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,997,438
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1) 連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間において、連結子

会社の神鋼環境メンテナンス株式会社、神

戸アイ・イー・サービス株式会社及び非連

結子会社の株式会社エム・エス・ウオー

ターを、神鋼環境メンテナンス株式会社を

存続会社とする吸収合併方式にて事業統合

しております。

(2) 変更後の連結子会社の数　　５社

(3) 変更後の非連結子会社の数　１社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

(1) 持分法を適用していない非連結子会社

の変更

　第１四半期連結会計期間において、連結子

会社の神鋼環境メンテナンス株式会社、神

戸アイ・イー・サービス株式会社及び非連

結子会社の株式会社エム・エス・ウオー

ターを、神鋼環境メンテナンス株式会社を

存続会社とする吸収合併方式にて事業統合

したため持分法を適用していない非連結子

会社が１社減少しております。

(2) 変更後の持分法を適用していない非連

結子会社の数　　１社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として個別法及び総平均

法による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日）が適用されたこと

に伴い、主として個別法及び総平均法によ

る原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比

べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益

は、それぞれ299,996千円減少しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　 (2) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会
計審議会第一部会）、平成19年３月30日改
正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16
号（平成６年１月18日（日本公認会計士協
会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））が平成20年４月１日以降開始する連
結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに

伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。

　この変更が損益へ与える影響は軽微であ

ります。

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

て、前連結会計年度末以降の経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法により算

定しております。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　平成20年度の税制改正に伴い、機械装置を中心に実態に即した使用年数を
基に資産区分が整理されるとともに、法定耐用年数が見直されたため、第１

四半期連結会計期間より当該規定による耐用年数に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の

減価償却費は53,976千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半
期純利益は、それぞれ45,731千円減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

※１．期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形については、手形

交換日をもって決済処理をしております。なお、当

第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が当第３四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

　 （千円）

　受取手形 122,397

　支払手形 1,524,261

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１．当社グループの売上高は、通常の形態として、他の

四半期に比べ第４四半期に完成する工事の割合が

大きいため、連結会計年度の他の四半期の売上高と

第４四半期の売上高との間に著しい相違があり、他

の四半期と第４四半期の業績に季節的変動があり

ます。

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 （千円）

　給料手当 1,720,953

　退職給付費用 155,418

　役員退職慰労引当金繰入額 78,752

　見積設計費 1,037,883

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１．当社グループの売上高は、通常の形態として、他の

四半期に比べ第４四半期に完成する工事の割合が

大きいため、連結会計年度の他の四半期の売上高と

第４四半期の売上高との間に著しい相違があり、他

の四半期と第４四半期の業績に季節的変動があり

ます。

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 （千円）

　給料手当 570,446

　退職給付費用 50,506

　役員退職慰労引当金繰入額 29,812

　見積設計費 283,115
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

　 （千円）

　現金及び預金勘定 2,997,438

　現金及び現金同等物 2,997,438

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　80,600,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　12,371株　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 262,356 4.0 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年６月27日

定時株主総会

無議決権株

式
60,000 4.0 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

 
環境装置関連
事業（千円）

化学・食品機
械関連事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 14,343,976 2,256,078 16,600,055 － 16,600,055

(2) 
セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 1,040 1,040 △1,040 －

 計 14,343,976 2,257,118 16,601,095 △1,040 16,600,055

 営業利益 484,712 225,259 709,972 － 709,972

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 
環境装置関連
事業（千円）

化学・食品機
械関連事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 45,580,026 7,160,841 52,740,868 － 52,740,868

(2) 
セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 2,033 2,033 △2,033 －

 計 45,580,026 7,162,874 52,742,901 △2,033 52,740,868

 営業利益 903,146 910,669 1,813,816 － 1,813,816

　（注）１．事業区分は、製品の種類、性質及び製造方法の類似性を考慮し、環境装置関連事業、化学・食品機械関連事業に

区分しております。

２．各事業の主な製品

(1) 環境装置関連事業

　

……… 工業用水及び上・下水道の設備及び装置、超純水・純水・工場用水

及び廃水の処理装置、都市ごみの焼却・溶融施設、粗大ごみ・廃家

電等の各種リサイクル設備、食品等有機廃棄物の資源化設備、工業

用・空調用冷却塔、大気環境装置、ＰＣＢ無害化処理関連、土壌・地

下水浄化、塩ビリサイクル、廃蛍光灯リサイクル、産業廃棄物の処理

(2) 化学・食品機械関連事業

　

……… 化学工業用機器・装置及びプラント、粉粒体機器・装置、醸造用機

器、水素酸素発生装置

３．会計処理の変更

（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　３（１）重要な資産の評価基準及

び評価方法の変更」に記載のとおり、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として

個別法及び総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個

別法及び総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により算定しております。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の営業費用は環境装置関連事業が

298,513千円、化学・食品機械関連事業が1,482千円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。
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（有形固定資産の耐用年数の変更）

「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の税制改正に伴い、機械装置を中心に実態に即した使用年数を

基に資産区分が整理されるとともに、法定耐用年数が見直されたため、第１四半期連結会計期間より当該

規定による耐用年数に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の営業費用は環境装置関連事業が

44,765千円、化学・食品機械関連事業が965千円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　在外支店及び在外連結子会社がないため記載しておりません。

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載は省略しております。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 173.47 円 １株当たり純資産額 167.81 円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 9.23 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 3.44 円

　同左

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益（千円） 743,557 277,087

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 743,557 277,087

期中平均株式数（千株） 80,588 80,587

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

株式会社神鋼環境ソリューション

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安川　文夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中島　久木　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社神鋼環境ソリューションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の

第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社神鋼環境ソリューション及

び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び

第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更３．会計処理基準に関する事項の変

更に記載されているとおり、会社及び会社の連結子会社は、第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価

に関する会計基準を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含んでおりません。
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